
新 旧 対 照 表 

改 正 後 改 正 前 

大阪府居宅介護従業者養成研修事業者指定要綱 

  

第１章 総則 

第１条 （略）  

 

（基本方針） 

第２条 事業者は、障がい者福祉サービスの質の向上に資する居宅介護従業者の養成に努めるととも

に、告示及び関係通知並びにこの要綱で定める基準等を遵守しなければならない。 

２～６ （略） 

 

第３条 （略） 

  

第２章 事業者の指定等 

 

第４条 （略） 

 

（指定の要件等） 

第５条 知事は、申請者が次に掲げる要件のすべてを満たすときに限り、事業者として指定する。 

(1) ～(11)  （略） 

２ 知事は、前項の規定にかかわらず、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の指定

を行わない。 

(1) ～(3)  （略） 

(4) 大阪府知事又は他の都道府県知事（指定都市市長を含む。）により、次のいずれかの研修事業

者としての指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であるとき。 

イ 告示第１条第３号、第４号又は第５号に掲げる研修を実施する者として、通知に基づき指定

を受けた重度訪問介護従業者養成研修事業者、同行援護従業者養成研修事業者又は行動援護従業

者養成研修事業者 

ロ 告示第１条第１６号の規定により、この告示による廃止前の「指定居宅介護等の提供に当た

る者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成１８年３月３１日厚生労働省告示第２０９号。以

下「旧指定居宅介護等従業者基準」という。）第３号に掲げる視覚障害者外出介護従業者養成研

修、「旧指定居宅介護等従業者基準」第４号に掲げる全身性障害者外出介護従業者養成研修、「旧

大阪府居宅介護従業者養成研修事業者指定要綱 

  

第１章 総則 

第１条 （略） 

 

（基本方針） 

第２条 事業者は、障害者福祉サービスの質の向上に資する居宅介護従業者の養成に努めるとともに、

告示及び関係通知並びにこの要綱で定める基準等を遵守しなければならない。 

２～６ （略） 

 

第３条 （略） 

  

第２章 事業者の指定等 

 

第４条 （略） 

  

（指定の要件等） 

第５条 知事は、申請者が次に掲げる要件のすべてを満たすときに限り、事業者として指定する。 

(1) ～(11)  （略） 

２ 知事は、前項の規定にかかわらず、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の指定

を行わない。 

(1)～ (3)  （略） 

(4) 大阪府知事又は他の都道府県知事（指定都市市長を含む。）により、次のいずれかの研修事業

者としての指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であるとき。 

イ 告示第１条第３号又は第４号に掲げる研修を実施する者として、通知に基づき指定を受けた

重度訪問介護従業者養成研修事業者又は行動援護従業者養成研修事業者 

 

ロ 告示第１条第１３号の規定により、この告示による廃止前の「指定居宅介護等の提供に当た

る者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成１８年３月３１日厚生労働省告示第２０９号。以

下「旧指定居宅介護等従業者基準」という。）第３号に掲げる視覚障害者外出介護従業者養成研

修、「旧指定居宅介護等従業者基準」第４号に掲げる全身性障害者外出介護従業者養成研修、「旧



指定居宅介護等従業者基準」第５号に掲げる知的障害者外出介護従業者養成研修の課程に相当

するものとして都道府県知事が認める研修の課程を実施する者として指定を受けた外出介護従

業者養成研修事業者 

ハ～ニ （略） 

 (5)～(9) （略）  

  

第６条～第７条 （略） 

 

第３章 研修事業の実施 

第８条～第１５条 （略） 

 

第４章 研修事業の廃止 

第１６条 （略） 

 

第５章 調査及び指導 

第１７条～第１８条 （略） 

 

（指定の取消し等） 

第１９条 知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該事業者に係る指定

を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

(1)～(8) （略）  

(9) 次に掲げる養成研修事業に関して、それぞれ当該養成研修事業者指定要綱に基づき、指定を

取り消され、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止されたとき。 

イ （略） 

ロ 介護員養成研修 大阪府介護員養成研修事業者指定要綱 

ハ 難病患者等ホームヘルパー養成研修 大阪府難病患者等ホームヘルパー養成研修事業者指

定要綱 

ニ 移動支援従業者養成研修 大阪府移動支援従業者養成研修事業者指定要綱 

ホ 同行援護従業者養成研修 大阪府同行援護従業者養成研修指定要綱 

 (10) （略） 

  

第６章 その他 

指定居宅介護等従業者基準」第５号に掲げる知的障害者外出介護従業者養成研修の課程に相当

するものとして都道府県知事が認める研修の課程を実施する者として指定を受けた外出介護従

業者養成研修事業者 

ハ～ニ （略） 

(5)～(9) （略）  

  

第６条～第７条 （略） 

 

第３章 研修事業の実施 

第８条～第１５条 （略） 

 

第４章 研修事業の廃止 

第１６条 （略） 

 

第５章 調査及び指導 

第１７条～第１８条 （略） 

 

（指定の取消し等） 

第１９条 知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該事業者に係る指定

を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

(1)～(8) （略）  

(9) 次に掲げる養成研修事業に関して、それぞれ当該養成研修事業者指定要綱に基づき、指定を

取り消され、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止されたとき。 

イ （略） 

ロ 外出介護従業者養成研修 大阪府外出介護従業者養成研修事業者指定要綱 

ハ 介護員養成研修 大阪府介護員養成研修事業者指定要綱 

ニ 難病患者等ホームヘルパー養成研修 大阪府難病患者等ホームヘルパー養成研修事業者指

定要綱 

ホ 移動支援従業者養成研修 大阪府移動支援従業者養成研修事業者指定要綱 

 (10) （略） 

  

第６章 その他 



第２０条～第２１条 （略） 

  

附 則 

（施行期日等） 

  この要綱は、平成１８年１１月１６日から施行する。ただし、第４条から第１１条まで、第１

４条、第１７条から第１９条及び第２１条に掲げる規定については、平成１８年１２月１日以降

に実施する研修から、第１２条及び第１６条第２項の規定については、平成１９年４月１日以降

に実施する研修事業から適用する。 

（経過措置） 

１ この要綱の施行において、前号のただし書きが適用されるまでの間、事業者としての指定及び

休廃止に必要な手続きや研修事業の実施に関する変更や実績報告の手続きについては、なお従前

の例による。 

２ 平成１８年１２月１日以降に実施する研修事業のうち、この要綱の施行前に、旧要綱に基づく

居宅介護従業者養成研修事業者指定申請書、居宅介護従業者養成研修事業変更承認申請書又は居

宅介護従業者養成研修事業変更届出書により、すでに知事にカリキュラムの提出を行った研修に

ついては、第９条第１項に規定する届出があったものとみなす。 

３ 第５条第２項の規定は、この要綱の施行日前にした行為によりこれらの規定に規定する刑に処

せられた者若しくは処分を受けた者又は施行日前にこれらの規定に規定する行為を行った者に

ついては適用せず、なお従前の例による。 

（旧告示等による指定都市市長等が指定した事業者の指定申請の特例） 

 １ 平成１８年９月３０日において「旧指定居宅介護等従業者基準」第２号に掲げる居宅介護従業

者養成研修を実施する者として、大阪市長、堺市長、高槻市長又は東大阪市長から指定を受けて

いた居宅介護従業者養成研修事業者（以下、「旧告示市長指定事業者」という。）が、平成１９年

３月３１日までの間に研修を開始する場合においては、第６条第１項の規定中、「当該研修事業

における研修を開始する９０日前までに」を｢当該研修事業における研修を開始する６０日前ま

でに｣と読み替える。 

 ２ 前記１の特例の適用については、旧告示市長指定事業者として指定を受けていた課程と同一課

程に限るものとする。 

  

附 則 

（施行期日等） 

  この要綱は、平成１９年３月６日から施行する。ただし、第１２条及び第１６条第２項の規定

については、平成１９年４月１日以降に実施する研修事業より適用する。 

（経過措置） 

  第５条第２項の規定は、この要綱の施行日前にした行為によりこれらの規定に規定する刑に処

せられた者若しくは処分を受けた者又は施行日前にこれらの規定に規定する行為を行った者に

第２０条～第２１条 （略） 

 

附 則 

（施行期日等） 

  この要綱は、平成１８年１１月１６日から施行する。ただし、第４条から第１１条まで、第１

４条、第１７条から第１９条及び第２１条に掲げる規定については、平成１８年１２月１日以降

に実施する研修から、第１２条及び第１６条第２項の規定については、平成１９年４月１日以降

に実施する研修事業から適用する。 

（経過措置） 

１ この要綱の施行において、前号のただし書きが適用されるまでの間、事業者としての指定及び

休廃止に必要な手続きや研修事業の実施に関する変更や実績報告の手続きについては、なお従前

の例による。 

２ 平成１８年１２月１日以降に実施する研修事業のうち、この要綱の施行前に、旧要綱に基づく

居宅介護従業者養成研修事業者指定申請書、居宅介護従業者養成研修事業変更承認申請書又は居

宅介護従業者養成研修事業変更届出書により、すでに知事にカリキュラムの提出を行った研修に

ついては、第９条第１項に規定する届出があったものとみなす。 

３ 第５条第２項の規定は、この要綱の施行日前にした行為によりこれらの規定に規定する刑に処

せられた者若しくは処分を受けた者又は施行日前にこれらの規定に規定する行為を行った者に

ついては適用せず、なお従前の例による。 

（旧告示等による指定都市市長等が指定した事業者の指定申請の特例） 

 １ 平成１８年９月３０日において「旧指定居宅介護等従業者基準」第２号に掲げる居宅介護従業

者養成研修を実施する者として、大阪市長、堺市長、高槻市長又は東大阪市長から指定を受けて

いた居宅介護従業者養成研修事業者（以下、「旧告示市長指定事業者」という。）が、平成１９年

３月３１日までの間に研修を開始する場合においては、第６条第１項の規定中、「当該研修事業

における研修を開始する９０日前までに」を｢当該研修事業における研修を開始する６０日前ま

でに｣と読み替える。 

 ２ 前記１の特例の適用については、旧告示市長指定事業者として指定を受けていた課程と同一課

程に限るものとする。 

  

附 則 

（施行期日等） 

  この要綱は、平成１９年３月６日から施行する。ただし、第１２条及び第１６条第２項の規定

については、平成１９年４月１日以降に実施する研修事業より適用する。 

（経過措置） 

  第５条第２項の規定は、この要綱の施行日前にした行為によりこれらの規定に規定する刑に処

せられた者若しくは処分を受けた者又は施行日前にこれらの規定に規定する行為を行った者に



ついては適用せず、なお従前の例による。 

  

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成２３年１２月１５日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついては適用せず、なお従前の例による。 

  

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表(第３条第４項関係) 

   

     １ 一級課程 

   

計232時間 

  科目名 時間 

講義 

８６時間 

社会福祉関連の制

度とサービス 

(1)障がい者（児）福祉の制度とサービス 3時間 

(2)高齢者福祉の制度とサービス 3時間 

(3)高齢者保健・医療の制度とサービス 3時間 

(4)社会保障制度 3時間 

(5)障がい者（児）福祉の動向 2時間 

(6)高齢者保健福祉の動向 2時間 

(7)障害者自立支援法の理解と権利擁護

【障がい特化科目】 

2時間 

(8)障がい者（児）ホームヘルプサービス

の基本視点【障がい特化科目】 

2時間 

介護の方法と技術 (9)介護技術の展開 3時間 

(10)障がいのある児童の介護の実際 3時間 

(11)身体障がい者の介護の実際 3時間 

(12)認知症高齢者の介護の実際 3時間 

(13)在宅ターミナルケアの実際 2時間 

(14)聴覚障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(15)視覚障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(16)内部障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(17)全身障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(18)知的障がい者（児）の理解と介護事

例検討【障がい特化科目】 

2時間 

(19)精神障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(20)難病患者の理解と介護事例検討【障

がい特化科目】 

2時間 

チームケアとチー (21)ケアマネジメントの方法 4時間 

別表(第３条第４項関係) 

  

     １ 一級課程 

  

計232時間 

  科目名 時間 

講義     

８６時間 

社会福祉関連の制

度とサービス 

(1)障害者（児）福祉の制度とサービス 3時間 

(2)高齢者福祉の制度とサービス 3時間 

(3)高齢者保健・医療の制度とサービス 3時間 

(4)社会保障制度 3時間 

(5)障害者（児）福祉の動向 2時間 

(6)高齢者保健福祉の動向 2時間 

(7)障害者自立支援法の理解と権利擁護

【障害特化科目】 

2時間 

(8)障害者（児）ホームヘルプサービス

の基本視点【障害特化科目】 

2時間 

介護の方法と技術 (9)介護技術の展開 3時間 

(10)障害のある児童の介護の実際 3時間 

(11)身体障害者の介護の実際 3時間 

(12)認知症高齢者の介護の実際 3時間 

(13)在宅ターミナルケアの実際 2時間 

(14)聴覚障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(15)視覚障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(16)内部障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(17)全身障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(18)知的障害者（児）の理解と介護事例

検討【障害特化科目】 

2時間 

(19)精神障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(20)難病患者の理解と介護事例検討 

【障害特化科目】 

2時間 

チームケアとチー

ムワーク 

(21)ケアマネジメントの方法 4時間 

(22)介護保険制度とチームケアのあり

方 

4時間 



ムワーク (22)介護保険制度とチームケアのあり方 4時間 

(23)チームケアの実際 4時間 

(24)指導業務の必要性と方法 4時間 

(25)カンファレンスの持ち方と事例検討

の方法 

4時間 

関連領域の基礎知

識 

(26)医学の基礎知識Ⅱ 6時間 

(27)在宅看護の基礎知識Ⅱ 3時間 

(28)心理学的援助方法の基礎知識 3時間 

(29)障がい者の地域リハビリテーション

(医学の立場)【障がい特化科目】 

2時間 

(30)障がい者の地域リハビリテーション

(看護の立場)【障がい特化科目】 

2時間 

人権啓発に関する

知識 

(31)人権啓発に関する基礎知識 2時間 

演習    

（実技講習） 

６２時間 

居宅介護支援に関

する演習 

(32)ケアマネジメント技術 4時間 

(33)障がい者ケアマネジメントの方法と

理解【障がい特化科目】 

2時間 

指導技術と介護技

術の向上に関する

演習 

(34)指導技術と

介護技術

の向上 

 ①食事の介護 4時間 

 ②排泄・尿失禁の介

護 

4時間 

 ③衣服着脱の介護 4時間 

 ④入浴の介護 4時間 

 ⑤体位・姿勢交換の

介護 

4時間 

 ⑥身体障がい者の

歩行の介護 

2時間 

 ⑦車いすへの移乗

等の介護 

2時間 

 ⑧車いす等での移

動の介護 

2時間 

 ⑨身体の清潔の方

法 

2時間 

 ⑩緊急時対応法等 2時間 

(35)困難事例等

対応技術 

 ①障がい別状況対

応技術 

6時間 

(23)チームケアの実際 4時間 

(24)指導業務の必要性と方法 4時間 

(25)カンファレンスの持ち方と事例検

討の方法 

4時間 

関連領域の基礎知

識 

(26)医学の基礎知識Ⅱ 6時間 

(27)在宅看護の基礎知識Ⅱ 3時間 

(28)心理学的援助方法の基礎知識 3時間 

(29)障害者の地域リハビリテーション

(医学の立場)【障害特化科目】 

2時間 

(30)障害者の地域リハビリテーション

(看護の立場)【障害特化科目】 

2時間 

人権啓発に関する

知識 

(31)人権啓発に関する基礎知識 2時間 

演習   （実

技講習） ６２

時間 

居宅介護支援に関

する演習 

(32)ケアマネジメント技術 4時間 

(33)障害者ケアマネジメントの方法と

理解【障害特化科目】 

2時間 

指導技術と介護技

術の向上に関する

演習 

(34)指導技術と

介護技術の

向上 

 ①食事の介護 4時間 

 ②排泄・尿失禁の

介護 

4時間 

 ③衣服着脱の介

護 

4時間 

 ④入浴の介護 4時間 

 ⑤体位・姿勢交換

の介護 

4時間 

 ⑥身体障害者の

歩行の介護 

2時間 

 ⑦車いすへの移

乗等の介護 

2時間 

 ⑧車いす等での

移動の介護 

2時間 

 ⑨身体の清潔の

方法 

2時間 

 ⑩緊急時対応法

等 

2時間 

(35)困難事例等

対応技術 

 ①障害別状況対

応技術 

6時間 



 ②本人に困難性の

ある事例の対応

技術 

6時間 

 ③家族に困難性の

ある事例の対応

技術 

6時間 

 ④ホームヘルパー

に対する過剰な

身体接触 

2時間 

(36)福祉用具の使用技術 6時間 

実習 

８４時間 

(A)処遇困難事例対応実習 8時間×3日

間 

(B)通所型サービス実習 6時間×2日

間 

(C)チームケア実習 8時間×2日

間 

(D)訪問看護同行訪問 4時間×1日

間 

(E)相談支援事業にかかる実習 4時間×1日

間 

(F)居宅介護支援等にかかる実習 4時間×2日

間 

(G)公的関係機関見学 8時間×1日

間 

(H)事例報告の検討 8時間×1日

間 

     

２ 二級課程 

   

計132時間 

  科目名 時間 

講義     

６０時間 

福祉サービスの

基本的理解 

(1)福祉理念とケアサービスの意義 3時間 

(2)サービス提供の基本視点 3時間 

社会福祉の制度

とサービス 

(3)高齢者福祉の制度とサービス 2時間 

(4)障がい者（児）福祉の制度とサービス 2時間 

(5)障害者自立支援法の理解と権利擁護

【障がい特化科目】 

2時間 

 ②本人に困難性

のある事例の対応

技術 

6時間 

 ③家族に困難性

のある事例の対応

技術 

6時間 

 ④ホームヘルパ

ーに対する過剰な

身体接触 

2時間 

(36)福祉用具の使用技術 6時間 

実習 

８４時間 

(A)処遇困難事例対応実習 8時間×3日

間 

(B)通所型サービス実習 6時間×2日

間 

(C)チームケア実習 8時間×2日

間 

(D)訪問看護同行訪問 4時間×1日

間 

(E)相談支援事業にかかる実習 4時間×1日

間 

(F)居宅介護支援等にかかる実習 4時間×2日

間 

(G)公的関係機関見学 8時間×1日

間 

(H)事例報告の検討 8時間×1日

間 

     
２ 二級課程 

  

計132時間 

  科目名 時間 

講義     

６０時間 

福祉サービスの

基本的理解 

(1)福祉理念とケアサービスの意義 3時間 

(2)サービス提供の基本視点 3時間 

社会福祉の制度

とサービス 

(3)高齢者福祉の制度とサービス 2時間 

(4)障害者（児）福祉の制度とサービス 2時間 

(5)障害者自立支援法の理解と権利擁護

【障害特化科目】 

2時間 

ホームヘルプサ (6)ホームヘルプサービス概論 2時間 



ホームヘルプサ

ービスに関する

知識 

(6)ホームヘルプサービス概論 2時間 

(7)ホームヘルパーの職業倫理 1時間 

(8)障がい者（児）ホームヘルプサービス

の基本視点【障がい特化科目】 

2時間 

サービス利用者

の理解 

(9)高齢者、障が

い者(児)

の心理 

  2時間 

(10)高齢者、障がい者(児)の家族の理解 2時間 

介護に関する知

識と方法 

(11)介護概論 3時間 

(12)住宅・福祉用具に関する知識 4時間 

(13)聴覚障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(14)視覚障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(15)内部障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(16)全身障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(17)知的障がい者（児）の理解と介護事

例検討【障がい特化科目】 

2時間 

(18)精神障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

2時間 

(19)難病患者の理解と介護事例検討【障

がい特化科目】 

2時間 

生活援助に関す

る知識と方法 

(20)生活援助の方法 4時間 

相談援助とケア

計画の方法 

(21)相談援助とケア計画の方法 4時間 

関連領域の基礎

知識 

(22)医学の基礎知識Ⅰ 2時間 

(23)在宅看護の基礎知識Ⅰ 2時間 

(24)障がい者の地域リハビリテーション

(医学の立場)【障がい特化科目】 

2時間 

(25)障がい者の地域リハビリテーション

(看護の立場)【障がい特化科目】 

2時間 

人権啓発に関す (26)人権啓発に関する基礎知識 2時間 

ービスに関する

知識 

(7)ホームヘルパーの職業倫理 1時間 

(8)障害者（児）ホームヘルプサービス

の基本視点【障害特化科目】 

2時間 

サービス利用者

の理解 

(9)高

齢者、

障害者

(児)の

心理 

  2時間 

(10)高齢者、障害者(児)の家族の理解 2時間 

介護に関する知

識と方法 

(11)介護概論 3時間 

(12)住宅・福祉用具に関する知識 4時間 

(13)聴覚障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(14)視覚障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(15)内部障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(16)全身障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(17)知的障害者（児）の理解と介護事例

検討【障害特化科目】 

2時間 

(18)精神障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

2時間 

(19)難病患者の理解と介護事例検討【障

害特化科目】 

2時間 

生活援助に関す

る知識と方法 

(20)生活援助の方法 4時間 

相談援助とケア

計画の方法 

(21)相談援助とケア計画の方法 4時間 

関連領域の基礎

知識 

(22)医学の基礎知識Ⅰ 2時間 

(23)在宅看護の基礎知識Ⅰ 2時間 

(24)障害者の地域リハビリテーション

(医学の立場)【障害特化科目】 

2時間 

(25)障害者の地域リハビリテーション

(看護の立場)【障害特化科目】 

2時間 

人権啓発に関す (26)人権啓発に関する基礎知識 2時間 



る知識 

演習    

（実技講習） 

４２時間 

福祉サービスを

提供する際の基

本的な態度に関

する演習 

(27)共感的理解と基本的態度の形成 4時間 

基本介護技術の

向上に関する演

習 

(28) 基

本

介

護

技

術 

①食事の介護 4時間 

②排泄・尿失禁の介護 4時間 

③衣服着脱の介護 4時間 

④入浴の介護 4時間 

⑤体位・姿勢交換の介護 4時間 

⑥身体障がい者の歩行の介護 2時間 

⑦車いすへの移乗の介護 2時間 

⑧車いす等の移動の介護 2時間 

⑨身体の清潔の方法 2時間 

⑩緊急時対応法等 2時間 

訪問介護計画の

作成等に関する

演習 

(29)ケア計画の作成と記録、報告の技術 3時間 

(30)障がい者ケアマネジメントの方法と

理解【障がい特化科目】 

2時間 

レクリエーショ

ンに関する演習 

(31)レクリエーション体験学習 3時間 

実習 

３０時間 

(A)介護実習 8時間×2日 

(B)ホームヘルプサービス同行訪問 4時間×2日 

(C)在宅サービス提供現場見学 6時間×1日 

     

３ 三級課程 

   

計52時間 

  科目名 時間 

講義     

２７時間 

福祉サービスを

提供する際の基

本的な考え方に

関する講義 

(1)サービス提供の基本視点 3時間 

社会福祉の制度

とサービス 

(2)高齢者福祉の制度とサービス 1時間 

(3)障がい者（児）福祉の制度とサービス 1時間 

(4)障害者自立支援法の理解と権利擁護

【障がい特化科目】 

2時間 

る知識 

演習    

（実技講習）  

４２時間 

福祉サービスを

提供する際の基

本的な態度に関

する演習 

(27)共感的理解と基本的態度の形成 4時間 

基本介護技術の

向上に関する演

習 

(28)基

本介護

技術 

①食事の介護 4時間 

②排泄・尿失禁の介護 4時間 

③衣服着脱の介護 4時間 

④入浴の介護 4時間 

⑤体位・姿勢交換の介護 4時間 

⑥身体障害者の歩行の介護 2時間 

⑦車いすへの移乗の介護 2時間 

⑧車いす等の移動の介護 2時間 

⑨身体の清潔の方法 2時間 

⑩緊急時対応法等 2時間 

訪問介護計画の

作成等に関する

演習 

(29)ケア計画の作成と記録、報告の技術 3時間 

(30)障害者ケアマネジメントの方法と

理解【障害特化科目】 

2時間 

レクリエーショ

ンに関する演習 

 

(31)レクリエーション体験学習 3時間 

実習 

３０時間 

(A)介護実習 8時間×2日 

(B)ホームヘルプサービス同行訪問 4時間×2日 

(C)在宅サービス提供現場見学 6時間×1日 

     
３ 三級課程 

  

計52時間 

  科目名 時間 

講義     

２７時間 

福祉サービスを

提供する際の基

本的な考え方に

関する講義 

(1)サービス提供の基本視点 3時間 

社会福祉の制度

とサービス 

(2)高齢者福祉の制度とサービス 1時間 

(3)障害者（児）福祉の制度とサービス 1時間 

(4)障害者自立支援法の理解と権利擁護

【障害特化科目】 

2時間 



訪問介護に関す

る講義 

(5)ホームヘルプサービス概論 1時間 

(6)障がい者（児）ホームヘルプサービス

の基本視点【障がい特化科目】 

2時間 

高齢者及び障が

い者の疾病、障

がい等及び基礎

的な介護技術に

関する講義 

(7)サービス利用者の理解 1時間 

(8)身体障がい者の理解と介護事例検討

【障がい特化科目】 

3時間 

(9)知的障がい者（児）の理解と介護事例

検討【障がい特化科目】 

2時間 

生活援助の方法

に関する講義 

(10)生活援助の方法 4時間 

医学等の関連す

る領域の基礎的

な知識に関する

講義 

(11)医学の基礎知識 3時間 

(12)心理面への援助方法 2時間 

人権啓発に関す

る知識 

(13)人権啓発に関する基礎知識 2時間 

演習    

（実技講習） 

１７時間  

福祉サービスを

提供する際の基

礎的な知識に関

する演習 

(14)共感的理解と基本的態度の形成 4時間 

基礎的な介護技

術に関する演習 

(15)介護技

術 入

門 

①食事の介護 2時間 

②排泄・尿失禁の介護 2時間 

③体位・姿勢交換の介護等 2時間 

④車いすへの移乗等及び

移動の介護 

2時間 

⑤緊急時対応法等 2時間 

事例の検討等に

関する演習 

(16)ホームヘルプサービスの共通理解 1時間 

(17)障がい者ケアマネジメントの方法と

理解【障がい特化科目】 

2時間 

実習 

８時間 

(A)ホームヘルプサービス同行訪問 4時間×1日 

(B)在宅サービス提供現場見学 4時間×1日 

 

 

 

訪問介護に関す

る講義 

(5)ホームヘルプサービス概論 1時間 

(6)障害者（児）ホームヘルプサービス

の基本視点【障害特化科目】 

2時間 

高齢者及び障害

者の疾病、障害

等及び基礎的な

介護技術に関す

る講義 

(7)サービス利用者の理解 1時間 

(8)身体障害者の理解と介護事例検討

【障害特化科目】 

3時間 

(9)知的障害者（児）の理解と介護事例

検討【障害特化科目】 

2時間 

生活援助の方法

に関する講義 

(10)生活援助の方法 4時間 

医学等の関連す

る領域の基礎的

な知識に関する

講義 

(11)医学の基礎知識 3時間 

(12)心理面への援助方法 2時間 

人権啓発に関す

る知識 

(13)人権啓発に関する基礎知識 

 

 

2時間 

演習   （実技

講習） １７時間  

福祉サービスを

提供する際の基

礎的な知識に関

する演習 

(14)共感的理解と基本的態度の形成 4時間 

基礎的な介護技

術に関する演習 

(15)介

護技術

入門 

①食事の介護 2時間 

②排泄・尿失禁の介護 2時間 

③体位・姿勢交換の介護等 2時間 

④車いすへの移乗等及び移

動の介護 

2時間 

⑤緊急時対応法等 2時間 

事例の検討等に

関する演習 

(16)ホームヘルプサービスの共通理解 1時間 

(17)障害者ケアマネジメントの方法と

理解【障害特化科目】 

2時間 

実習 

８時間 

(A)ホームヘルプサービス同行訪問 4時間×1日 

(B)在宅サービス提供現場見学 4時間×1日 
 

 


